
春日井市子ども屋内遊び場条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、春日井市子ども屋内遊び場条例（令和３年春日井市条例第

21号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（利用時間） 

第２条 春日井市子ども屋内遊び場（以下「屋内遊び場」という。）の利用時間

は、午前９時から午後６時までとする。ただし、市長が特に必要があると認め

るときは、これを変更することがある。 

（休場日) 

第３条 屋内遊び場の休場日は、次のとおりとする。ただし、市長が特に必要が

あると認めるときは、これを変更することがある。 

⑴ 月曜日 

⑵ １月１日から同月３日まで及び12月29日から同月31日まで 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める日 

２ 前項第１号に規定する日が国民の祝日に関する法律（昭和23年法律第178号）

に規定する休日に当たるときは、その直後の休日でない日を休場日とする。 

（指定の申請に係る公示） 

第４条 春日井市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成16

年春日井市条例第28号。以下「指定管理者条例」という。）第２条第２項の規

則で定める事項は、次に掲げるものとする。 

⑴ 屋内遊び場の概要 

⑵ 指定の申請の期限 

⑶ 指定の期間 

⑷ 地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条の２第８項の適用の有無 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 



（指定の申請） 

第５条 指定管理者条例第２条第３項の規定により指定を申請しようとする団体

は、子ども屋内遊び場指定管理者指定申請書（第１号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 指定管理者条例第２条第３項の規則で定める図書は、次に掲げるものとする。 

⑴ 定款若しくは寄附行為及び法人登記事項証明書又はこれらに類する書類 

⑵ 役員又はこれに準ずる者の氏名等を記載した役員等名簿（第２号様式）並

びに当該役員又はこれに準ずる者の履歴書及び身分を証する市区町村の長の

証明書 

⑶ 申請の日の属する事業年度の前事業年度の貸借対照表及び損益計算書又は

これらに類する書類（申請の日の属する事業年度に設立された団体にあって

は、その設立時における財産目録又はこれに類する書類） 

⑷ 現に行っている事業の概要を記載した書類 

⑸ 指定管理者条例第７条第１項に規定する管理業務計画の案 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（指定の申請事項の変更） 

第６条 指定管理者は、指定管理者条例第４条第２項の規定により申請に係る事

項を変更しようとするときは、子ども屋内遊び場指定管理者指定申請事項変更

届（第３号様式）を市長に提出しなければならない。 

（管理業務計画） 

第７条 指定管理者は、指定管理者条例第７条第１項の規定により管理業務計画

の承認を受けようとするときは、子ども屋内遊び場管理業務計画承認申請書（第

４号様式）に当該管理業務計画を添えて市長に提出しなければならない。 

２ 指定管理者は、指定管理者条例第７条第１項の規定により管理業務計画を変

更しようとするときは、子ども屋内遊び場管理業務計画変更承認申請書（第５

号様式）に当該管理業務計画を添えて市長に提出しなければならない。 



３ 指定管理者条例第７条第２項の規定による規則で定める事項は、次に掲げる

ものとする。 

⑴ 職員に関する事項で次に掲げるもの 

ア 管理の業務を行う部局の組織図 

イ 管理の業務に従事する職員が有する資格等（管理の業務に係るものに限

る。） 

ウ 職員の研修等の方法 

⑵ 条例第５条第１項第１号に定める事業の実施に関する業務（第９条第１項

において「事業の実施業務」という。）について、その実施の方法 

⑶ 条例第５条第１項第４号に定める維持管理に関する業務（第９条第２項に

おいて「維持管理業務」という。）について、実施する時期又は頻度、実施

する者その他実施の方法 

⑷ 前２号の業務以外の管理の業務について、その実施の方法 

⑸ 前３号の業務のうち、屋内遊び場を利用する者のためのサービスの向上に

資するものについて、その特徴 

⑹ 年度ごとの収支計画 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、管理の業務に関する事項で次に掲げるもの 

ア 屋内遊び場を利用する者の事故等の対処に関する事項 

イ 地震、水害等の天災時、屋内遊び場の事故の発生時その他の緊急時の対

処に関する事項 

ウ 秘密保持に関する事項 

エ その他市長が必要と認める事項 

（業務の休廃止） 

第８条 指定管理者は、指定管理者条例第９条第１項の規定により管理の業務の

全部若しくは一部を休止し、又は廃止しようとするときは、子ども屋内遊び場

指定管理者業務休廃止許可申請書（第６号様式）を市長に提出しなければなら



ない。 

（管理の業務の方法） 

第９条 事業の実施業務については、次に掲げるところにより行わなければなら

ない。 

⑴ 屋内遊び場を利用する者の安全の確認を常時行い、安全の確保に関する適

切な措置を講ずること。 

⑵ 屋内遊び場を利用する者等からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、

苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講ずるとともに、

苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録すること。 

２ 日常的な維持管理業務については、次に掲げるところにより行わなければな

らない。 

⑴ 清掃業務を行うこと。 

⑵ 目視等による軽微な屋内遊び場の点検を行うこと。 

⑶ 戸締り及び火気の点検を適時行うこと。 

３ 前２項に掲げるもののほか、次に掲げる管理の業務については、それぞれに

掲げるところにより行わなければならない。 

⑴ 定期的に屋内遊び場の保守点検を行うとともに、軽微な修繕を行うこと。 

⑵ 屋内遊び場の軽微な修繕以外の修繕を行おうとするときは、その内容をあ

らかじめ市長に報告すること。 

⑶ 屋内遊び場において事故等が発生した場合は、速やかに、発生日時、場所、

状況、措置等を市長に報告すること。 

⑷ 地震、水害等の天災が発生するおそれがある場合は、市長との連絡及び職

員の待機に関する体制の整備その他の措置を講じること。 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、屋内遊び場の良好な状態の確保のため市長が

特に必要と認める管理の業務を市長が指示するところにより行うこと。 

４ 指定管理者は、前２項に掲げる点検等の結果、異常が認められたときは、直



ちに市長に報告しなければならない。 

（図書の備付け等） 

第10条 条例第６条第３項の規則で定める図書は、次に掲げるものとする。 

⑴ 事業の利用の申請等に関する書類 

⑵ 個々の管理の業務に関する記録 

⑶ 管理の業務に係る収支の状況に関する記録 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

２ 指定管理者は、指定管理者でなくなったときは、前項各号に掲げる図書を市

長に引き継がなければならない。 

（事業報告書） 

第11条 指定管理者は、毎年４月30日までに、地方自治法第244条の２第７項に規

定する事業報告書を市長に提出しなければならない。ただし、年度の途中にお

いて指定管理者でなくなったときは、指定管理者でなくなった日から起算して

30日以内に、その日までの当該年度の事業報告書を市長に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の事業報告書には、次に掲げる事項を記載しなければならない。 

⑴ 利用の状況 

⑵ 個々の管理の業務について、実施した時期、実施した者その他実施の方法 

⑶ 管理の業務に係る収支の状況 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、管理の状況を把握するため市長が必要と認め

る事項 

（利用手続） 

第12条 条例第９条第１項の規定により、屋内遊び場を利用しようとする者は、

子ども屋内遊び場利用許可申請書（第７号様式。次項及び第15条第１項におい

て「利用許可申請書」という。）を市長(条例第５条第１項の規定により指定管

理者に管理の業務を行わせる場合にあっては、指定管理者。第15条及び第19条



を除き以下同じ。)に提出しなければならない。 

２ 利用許可申請書の提出は、屋内遊び場を利用しようとする日の属する月の１

月前の初日から３日前までの期間に行わなければならない。ただし、市長が認

める場合は、この限りでない。 

３ 市長は、第１項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否

を決定し、子ども屋内遊び場利用許可書（第８号様式。次条において「利用許

可書」という。）又は子ども屋内遊び場利用不許可通知書（第９号様式）によ

り同項の申請者に通知するものとする。 

４ 前３項の規定にかかわらず、個人で利用する場合にあっては、子ども屋内遊

び場利用券（第10号様式）の交付をもって利用の許可を受けたものとみなす。 

（利用の変更等） 

第13条 屋内遊び場の利用の許可を受けた者（第３項において「利用者」という。）

が、利用日、利用人数その他許可された事項を変更しようとするときは、利用

しようとする日の２日前までに子ども屋内遊び場利用変更許可申請書（第11号

様式）に当該許可に係る利用許可書（次項の規定により利用の変更の許可を受

けた場合にあっては、利用許可書及び子ども屋内遊び場利用変更許可書（第12

号様式。以下この条において「利用変更許可書」という。））を添えて市長に

提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を

決定し、利用変更許可書又は子ども屋内遊び場利用変更不許可通知書（第13号

様式）により同項の申請者に通知するものとする。 

３ 利用者が屋内遊び場の利用の取消しをしようとするときは、子ども屋内遊び

場利用辞退届（第14号様式）に当該許可に係る利用許可書（前項の規定により

利用の変更の許可を受けた場合にあっては、利用許可書及び利用変更許可書）

を添えて市長に提出しなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、屋内遊び場の利用に係る変更の申請及び許可並



び取消しについては、市長が特に支障がないと認めるときは、口頭で行うこと

ができるものとする。 

（定員） 

第14条 屋内遊び場の定員は、200人とする。 

 （減免手続） 

第15条 使用料の減免を申請しようとする者は、利用許可申請書に子ども屋内遊

び場使用料減免承認申請書（第15号様式）を添えて、市長に提出しなければな

らない。この場合において、条例第５条第１項の規定により指定管理者に管理

の業務を行わせる場合（条例第12条第１項の規定により使用料を利用料金とす

る場合を除く。）は、指定管理者を経由して行わなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、その可否を

決定し、子ども屋内遊び場使用料減免承認通知書（第16号様式）又は子ども屋

内遊び場使用料減免不承認通知書（第17号様式）により申請者に交付するもの

とする。 

（遵守事項） 

第16条 屋内遊び場を利用する者は、次に掲げる事項を守らなければならない。 

⑴ 所定の場所以外で喫煙し、飲食し、又は火気を使用しないこと。 

⑵ 屋内遊び場を不潔にしないこと。 

⑶ 騒音を発し、又は暴力を用いる等他人に迷惑を及ぼすような行為をしない

こと。 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、屋内遊び場の管理上不適当と認められるよう

な行為をしないこと。 

（損傷等の届出） 

第17条 屋内遊び場を毀損し、又は滅失した者は、直ちにその理由を付けて市長

に届け出て、その指示を受けなければならない。 

 （利用料金） 



第18条 条例第12条第１項の規定により使用料を利用料金とするときは、第15条

第１項前段及び第２項の規定中「使用料」とあるのは「利用料金」と、「市長」

とあるのは「指定管理者」とする。 

（雑則） 

第19条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この規則は、令和４年２月１日から施行する。 

 



第１号様式（第５条関係） 

 

子ども屋内遊び場指定管理者指定申請書 

 

年  月  日   

 

 (宛先)春日井市長 

 

申請者 所在地                

団体名                

代表者氏名              

 

 子ども屋内遊び場の指定管理者の指定を受けたいので、関係書類を添えて申請

します。 



第２号様式（第５条関係） 

 

役員等名簿 

 

役職名 氏名 住所 備考 

        

        

        

        

        

        

        

        

        

        

備考 この名簿には、役員等について、それぞれ履歴書及び身分を証する市町村

の長の証明書を添付してください。 

 

 

団体名              



第３号様式（第６条関係） 

 

子ども屋内遊び場指定管理者指定申請事項変更届 

 

年  月  日   

 

 (宛先)春日井市長 

 

届出者 所在地                

団体名                

代表者氏名              

 

 子ども屋内遊び場の指定管理者の指定の申請に係る事項について変更したいの

で、次のとおり届け出ます。 

 

１ 変更の内容 

 

 

２ 変更しようとする年月日 

 

 

３ 変更の理由 

 

 

４ 備考 



第４号様式（第７条関係） 

 

子ども屋内遊び場管理業務計画承認申請書 

 

年  月  日   

 

 (宛先)春日井市長 

 

申請者 所在地                

団体名                

代表者氏名              

 

 指定管理者の指定を受けた子ども屋内遊び場の管理業務計画の承認を受けたい

ので、関係書類を添えて申請します。 



第５号様式（第７条関係） 

 

子ども屋内遊び場管理業務計画変更承認申請書 

 

年  月  日   

 

 (宛先)春日井市長 

 

申請者 所在地                

団体名                

代表者氏名              

 

   年  月  日付けで承認された子ども屋内遊び場の管理業務計画を変更

したいので、次のとおり申請します。 

 

１ 変更の内容 

 

 

 

２ 変更の理由 

 

 

 

３ 備考 



第６号様式（第８条関係） 

 

子ども屋内遊び場指定管理者業務休廃止許可申請書 

 

年  月  日  

 

 （宛先）春日井市長 

 

申請者 所在地               

 団体名               

代表者氏名             

 

 指定管理者の指定に係る子ども屋内遊び場について、管理の業務の一部（全部）

の休止（廃止）に係る許可を受けたいので、次のとおり申請します。 

 

１ 休止（廃止）しようとする管理の業務の範囲 

 

２ 休止（廃止）しようとする年月日 

 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間 

 

４ 休止（廃止）の理由 

 

５ 備考 



第７号様式（第12条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用許可申請書 

 

年  月  日 

 

 （宛先）春日井市長（指定管理者） 

 

申請者 住所 

（所在地） 

 氏名 

（団体名及び代表者） 

電話番号 

 

 子ども屋内遊び場を利用したいので、次のとおり申請します。 

 

利用日時 年  月  日  時  分～  時  分 

利用人員 

子ども 
（小学生以下） 

     人 

大人 
（保護者） 

     人 

使用料 

(利用料金) 
             円 

備考  



第８号様式（第12条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用許可書 

 

第     号  

年  月  日  

            様 

春日井市長（指定管理者）           印  

 

 次のとおり子ども屋内遊び場の利用を許可します。 

利用日時  年  月  日  時  分～  時  分 

利用人数  

子ども 
（小学生以下） 

     人 

大人 
（保護者） 

     人 

使用料 

(利用料金) 
             円 

備考   



第９号様式（第12条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用不許可通知書 

 

第     号 

年  月  日  

 

           様 

 

               春日井市長（指定管理者）      印 

 

子ども屋内遊び場の利用について、次の理由により不許可とします。 

団体名  

代表者名  

日時 年  月  日  時  分～  時  分 

利用人数 

子ども 
（小学生以下） 

      人 

大人 
（保護者） 

      人 

理  由  

不服申立て及び取消訴訟 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か
月以内に、春日井市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、前記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算
して６か月以内に、春日井市（指定管理者）を被告として(訴訟においては春日井市長（指定管理
者の代表者）が被告の代表者となります。)、処分の取消しの訴えを提起することができます。な
お、前記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決があった
ことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ ただし、前記の期間が経過する前に、この処分(審査請求をした場合には、その審査請求に対す
る裁決)があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処分の取消
しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、前記の期間やこの
処分(審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決)があった日の翌日から起算して１年を
経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起することが認められる場
合があります。 



第10号様式（第12条関係） 

 

年  月  日  

 

子ども屋内遊び場利用券 

 

 

 

     円 

 

 

 

春日井市子ども屋内遊び場 

 

 

 

 



第11号様式（第13条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用変更許可申請書 

 

 （宛先）春日井市長（指定管理者） 

 

申請者 住所 

（所在地） 

 氏名 

（団体名及び代表者） 

電話番号 

 

子ども屋内遊び場の利用について、次のとおり変更したいので申請します。 

変更しようとする許可

書の年月日及び番号 
年  月  日   第   号 

変更理由  

変更事項 変更前 変更後 

   

 



第12号様式（第13条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用変更許可書 

 

第     号  

年  月  日  

 

           様 

 

春日井市長（指定管理者）       印 

 

 

 子ども屋内遊び場の利用の変更について、次のとおり許可します。 

団体名  

代表者名  

変更する許可書の 

年月日及び番号 
年  月  日   第   号 

変更事項 変更前 変更後 

      



第13号様式（第13条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用変更不許可通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

           様 

 

春日井市長（指定管理者）       印 

 

 子ども屋内遊び場の利用の変更について、次の理由により不許可とします。 

団体名  

代表者名  

変更しようとした許可

書の年月日及び番号 
年  月  日   第   号 

理  由 

 

不服申立て及び取消訴訟 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
３か月以内に、春日井市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、前記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から
起算して６か月以内に、春日井市（指定管理者）を被告として(訴訟においては春日井市長（指
定管理者の代表者）が被告の代表者となります。)、処分の取消しの訴えを提起することがで
きます。なお、前記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す
る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ ただし、前記の期間が経過する前に、この処分(審査請求をした場合には、その審査請求に
対する裁決)があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、前記
の期間やこの処分(審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決)があった日の翌日か
ら起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
ることが認められる場合があります。 



第14号様式（第13条関係） 

 

子ども屋内遊び場利用辞退届 

 

年  月  日  

 

（宛先）春日井市長（指定管理者） 

  

申請者 住所 

（所在地） 

 氏名 

（団体名及び代表者） 

電話番号 

 

 子ども屋内遊び場の利用を取りやめたいので、次のとおり届け出ます。 

取り消す許可の 

年月日及び番号 
       年  月  日     第   号 

添付書類 
子ども屋内遊び場利用許可書 

子ども屋内遊び場利用変更許可書 

備  考   



第15号様式（第15条関係） 

 

子ども屋内遊び場使用料（利用料金）減免承認申請書 

 

  年  月  日 

（宛先）春日井市長（指定管理者） 

 

  

申請者 住所 

（所在地） 

 氏名 

（団体名及び代表者） 

電話番号 

 

子ども屋内遊び場の使用料（利用料金）の減免を受けたいので、次のとおり申

請します。 

利用日時 年  月  日  時  分～  時  分 

利用人数 

子ども 

（小学生以下） 
    人 

大人 

（保護者） 
    人 

減免前の使用料 

（減免前の利用料金） 
                 円 

 

 



第16号様式（第15条関係） 

 

子ども屋内遊び場使用料（利用料金）減免承認通知書 

 

 第     号  

年  月  日  

 

         様 

 

                  春日井市長（指定管理者）      印 

 

 

子ども屋内遊び場の使用料（利用料金）の減免について、次のとおり承認しま

す。 

利用日時 年  月  日  時  分～  時  分 

利用人数 

子ども 

（小学生以下） 
     人 

大人 

（保護者） 
     人 

使 用 料 

（利用料金） 

減免前 減免額 減免後 

円 円 円 

備   考  

 



第17号様式（第15条関係） 

 

子ども屋内遊び場使用料（利用料金）減免不承認通知書 

 

第     号  

年  月  日  

 

           様 

 

春日井市長（指定管理者）      印 

 

 

子ども屋内遊び場の使用料（利用料金）の減免について、次のとおり却下しま

す。 

利用日時 年  月  日  時  分～  時  分 

理  由 

  

 
不服申立て及び取消訴訟 
１ この処分について不服がある場合は、この処分があったことを知った日の翌日から起算して
３か月以内に、春日井市長に対して審査請求をすることができます。 

２ この処分については、前記の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から
起算して６か月以内に、春日井市（指定管理者）を被告として(訴訟においては春日井市長（指
定管理者の代表者）が被告の代表者となります。)、処分の取消しの訴えを提起することがで
きます。なお、前記の審査請求をした場合には、処分の取消しの訴えは、その審査請求に対す
る裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起することができます。 

３ ただし、前記の期間が経過する前に、この処分(審査請求をした場合には、その審査請求に
対する裁決)があった日の翌日から起算して１年を経過した場合は、審査請求をすることや処
分の取消しの訴えを提起することができなくなります。なお、正当な理由があるときは、前記
の期間やこの処分(審査請求をした場合には、その審査請求に対する裁決)があった日の翌日か
ら起算して１年を経過した後であっても審査請求をすることや処分の取消しの訴えを提起す
ることが認められる場合があります。 


